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2-2-3 景観 

(1) 調査目的 

景観については、新たな工作物等の出現がもたらす景観の状況を把握するため、事後

調査を実施した。 

 

(2) 調査対象 

調査対象は主要な眺望点の位置及び標高、事業地までの距離、利用状況とした。 

 

(3) 調査方法 

写真撮影により実施した。 

 

(4) 調査地点 

調査地点を図 2-2-3.1 に示し、詳細を図 2-2-3.2 に示す。 

調査地点は事業地の最寄のレクリエーション施設地で代表的な地点である末山・くつ

わ池自然公園展望台（L2）の予定であったが、現地踏査の結果、同一地点からの眺望は

木々に遮られ工作物が視認できない状況であった。そのため、眺望、標高、距離等を考

慮し同地点に比較的近い地点（L2´）を選定した。 

 

(5) 調査日 

調査日を表 2-2-3.1 に示す。 

表 2-2-3.1 調査日 

地点 調査日 

末山・くつわ池自然公園 平成 18年 8月 8日 
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(6) 調査結果 

事業地周辺の主要な眺望点の状況を表 2-2-3.2、その写真等を表 2-2-3.3 及び表 2-

2-3.4 に示す。 

表 2-2-3.2 業地周辺の主要な眺望点の状況 

眺望点の位置 眺望点の状況 

事業地からの距離・

方向 

L2：末山・くつわ池自然公園 事業地北側に位置する末山・くつわ池自然

公園内で、眺望点は最も高い場所の展望台

である。同展望台付近は、遊具を備えた広

場になっており、自然公園へ訪れる不特定

多数の人に利用されている。なお、眺望点

は木々に遮られ、事業地は視認できない状

況であった。 

約 1150 ｍ・北 

L2´：末山・くつわ池自然公園 事業地北側に位置する末山・くつわ池 

自然公園内で L2 地点より、北西約 70 ｍ付

近で、眺望点の周りは木々に囲まれ、事業

地の方向は視界が開けている。また、周り

が木々に囲まれているため、普段は人の出

入りはなく、公園管理者以外は立入らない

場所である。 

約 1200 ｍ・北 

 

 

 



図2-2-3.1　景観調査地点図
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L2　 末山・くつわ池自然公園

L2´ 末山・くつわ池自然公園　

L2´

　　水質　　　　　　　　　　　 　　　　W3　　景観　　　　　　　　　　　　　　 L2, L2´
　　項　目　　　　　　　　　　 　　地点番号



Ｌ２：○    末山・くつわ池自然公園
Ｌ２ ：○  ´ 末山・くつわ池自然公園

図2-2-3.2景観調査地点詳細図

Ｓ １：２ ５００  =    ,   
m

 0            25                    75　

Ｌ２
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表2-2-3.3事業地周辺の主要な眺望景観の状況（L2） 

 

 

末山・くつわ池自然公園 

事業地の眺望 

眺望点の状況 

事業地との位置関係 

事業地 

末山・くつわ池自然公園の展望台。 

事業地中心位置からの距離：1150ｍ、標高：320ｍ 

L2 

[写真撮影データ：H18.8.8 ／フィルムサイズ 35mm／レンズの焦点距離 35mm] 

眺望景観の状況 L2 場所 

 

 

主要な構成要素 

樹
林

 

山
地
斜

面
 

    

大きさ（視率） 大 小     

色 彩 

濃
緑
色

 

薄
緑
色

 

    

構 成 ・ 印 象 眼前には樹木が遠方の景色

を遮っている。 

 

事 業 地 の 

景観上の機能 

施設は生長した樹木により

遮られ視認できない。 

 

 

景観資源の眺望 

平成 18年 8月 8日撮影 

 
S = 1：50,000 
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表2-2-3.4 事業地周辺の主要な眺望景観の状況（L2´） 

 

 

末山・くつわ池自然公園 

事業地の眺望 

眺望点の状況 

事業地との位置関係 

事業地 

末山・くつわ池自然公園の展望台へ向かう歩道脇。 

事業地中心位置からの距離：1200ｍ、標高：320ｍ 

L2’ 

[写真撮影データ：H18.8.8 ／フィルムサイズ 35mm／レンズの焦点距離 35mm] 

眺望景観の状況 L2´ 場所 

 

 

主要な構成要素 

樹
林

 

建
物

 

山
地
斜

面
 

   

大きさ（視率） 大 中 中    

色 彩 

濃
緑
色

 

白
茶
色

 

淡
緑
色

 

   

構 成 ・ 印 象 左右の樹林の間から山地斜

面が見える。その麓には旧施

設と新施設が隣接して見え

る。 

事 業 地 の 

景観上の機能 

公園の展望台に向かう歩道

からは施設は見えないため、

歩道脇の山林に少し入った

施設が視認できる場所から

撮影した。 

 

景観資源の眺望 

平成 18 年 8 月 8 日撮影 

S = 1：50,000 
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2-2-4 廃棄物等 

(1) 調査目的 

廃棄物については、施設の稼動に伴う廃棄物の発生量及び処理・処分内容の状況を把

握するため、事後調査を実施した。 

(2) 調査対象 

調査対象は、環境影響評価法に係る予測及び評価で対象とした施設の稼動に伴う溶融

固化物（スラグ）や溶融メタル等、施設の日常的な管理事務に伴う紙類や金属等とする。 

(3) 調査方法 

調査方法は、廃棄物等の発生量及び処理・処分内容について定期的に調査票への記録

等を行った。 

(4) 調査地点 

調査地点は、事業地とした。 

(5) 調査期間等 

調査期間は、施設の稼動が定常状態となる時期（１年間）とした。調査期間を表 2-

2-4.1 に示す。 

表 2-2-4.1 調査期間 

調査期間 平成 18年 6月 16 日～平成 19年 6月 15 日 

 

(6) 調査結果 

 

調査結果を表 2-2-4.2～表 2-2-4.4 に示す。 

 

 



年間合計※３ 予測値※４

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 （1年間ベース）（1年間ベース）

発生量 ｔ 206.55 528.33 474.52 555.33 406.98 640.66 612.86 655.93 391.95 444.87 432.61 595.31 267.15 6213.05
16.8（ｔ／日）
6,132（ｔ／年）

再資源化・
有効利用量

ｔ 0.00 0.00 0.00 159.62 29.79 153.07 213.13 31.84 405.96 60.61 35.29 202.93 135.95 1428.19 －

処分量 ｔ 0.00 217.00 756.00 92.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1065.00 －

発生量 ｔ 125.17 200.05 198.02 203.26 170.54 201.29 230.44 215.56 152.98 233.89 235.06 264.93 98.53 2529.72
7.2（ｔ／日）
2,628（ｔ／年）

再資源化・
有効利用量

ｔ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 ｔ 125.17 200.05 198.02 203.26 170.54 201.29 230.44 215.56 152.98 233.89 235.06 264.93 98.53 2529.72 －

備考

※１：溶融固化物とはスラグを、溶融メタルとは磁性物及びメタルを、溶融不適物とは不燃物を、飛灰固化物とは集じん灰のことを指す。（長谷山清掃工場更新事業に係る環境影響評価書における予測値と比較するため、各項目をこの様に分類した

※２：再資源化・有効利用量については、再資源化対象物は貯留し、一部を再資源化している。

※３：データの集計は平成１８年６月１６日～平成１９年６月１５日までの1年間とする。

※４：長谷山清掃工場更新事業に係る環境影響評価書において発生予測値はｔ／日で予測しており、年間ベースで比較するためｔ／年に換算した。

区分※２ 単位

溶融不適物、

飛灰固化物※１

溶融固化物、

溶融メタル※１

平成１９年

表2-2-4.2　廃棄物調査（施設の稼働により発生した廃棄物）

再資源化・適正処理 最終処分場に埋立処分

処理・処分方法
再資源化・適正処理
の具体的方法

再資源化・適正処理

再資源化：
覆土材等として有効利用
または売却

適正処理：
最終処分場に埋立処分

ごみの種類
平成１８年 　  
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年間合計 予測値

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 （1年間ベース） （1年間ベース）

発生量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.00

再資源化・
有効利用量

t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 80.00

再資源化・
有効利用量

t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.00

再資源化・
有効利用量

t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 10.00

再資源化・
有効利用量

t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 5.00

再資源化・
有効利用量

t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 t 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 t

再資源化・
有効利用量

t

処分量 t

発生量 t

再資源化・
有効利用量

t

処分量 t

発生量 t

再資源化・
有効利用量

t

処分量 t

備考
・データの集計は平成１８年６月１６日～平成１９年６月１５日までの１年間とする。

・供用後から現在までに、施設の維持管理及び補修工事による廃棄物は発生していない。

その他（　　　　）

その他（　　　　）

ろ布(バグフィルター）

耐火物

ごみの種類 区分 単位
平成１８年 　  

表2-2-4.3   廃棄物調査票（施設の維持管理及び補修工事により発生した廃棄物）

その他（　　　　）

脱硝触媒

廃油

金属くず

処理・処分方法
平成１９年

再資源化・適正処理
の具体的方法

－

再資源化・適正処理 －

再資源化・適正処理 －

再資源化・適正処理 －

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理 －

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理
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年間合計 予測値

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 （1年間ベース） （1年間ベース）

発生量 kg 19.20 13.22 30.94 21.70 43.16 21.43 13.73 42.23 12.58 31.63 13.03 21.10 0.00 283.95 7360.00

再資源化・
有効利用量

kg 19.20 13.22 30.94 21.70 43.16 21.43 13.73 42.23 12.58 31.63 13.03 21.10 0.00 283.95 －

処分量 kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 kg 0.08 0.00 0.12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20 180.00

再資源化・
有効利用量

kg 0.08 0.00 0.12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20

処分量 kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

発生量 kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 30.00

再資源化・
有効利用量

kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

発生量 kg 4.70 7.80 10.35 7.29 7.10 8.72 6.68 8.78 7.86 6.22 3.64 9.04 2.91 91.09 330.00

再資源化・
有効利用量

kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 kg 4.70 7.80 10.35 7.29 7.10 8.72 6.68 8.78 7.86 6.22 3.64 9.04 2.91 91.09 －

発生量 kg 28.74 45.45 48.54 46.88 54.63 59.48 58.08 52.35 48.27 55.74 52.81 51.42 27.72 630.11 2060.00

再資源化・
有効利用量

kg 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

処分量 kg 28.74 45.45 48.54 46.88 54.63 59.48 58.08 52.35 48.27 55.74 52.81 51.42 27.72 630.11 －

発生量 kg

再資源化・
有効利用量

kg

処分量 kg

発生量 kg

再資源化・
有効利用量

kg

処分量 kg

発生量 kg

再資源化・
有効利用量

kg

処分量 kg

備考
データの集計は平成１８年６月１６日～平成１９年６月１５日までの1年間とする。

－

金属

ガラス類

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理

再生紙として
再資源化

当組合施設にて
再資源化

平成１８年 　  

表2-2-4.4　廃棄物調査票（管理棟の管理事務により発生した廃棄物）

再資源化・適正処理

処理・処分方法
平成１９年

再資源化・適正処理
の具体的方法

ごみの種類 区分 単位

紙類

プラスチック

その他（　　　　）

その他

その他（　　　　）

その他（　　　　）

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理

再資源化・適正処理

破砕処理

焼却処分
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(7) 評価 

施設の稼動により発生する廃棄物については、予測値と同程度の発生量で推移してい

る。再資源化及び有効利用等も順次行っており、環境影響評価時の計画どおり、環境へ

の負荷の低減に向けての措置が講じられていると考えられる。 

施設の維持管理及び補修工事により発生した廃棄物については、施設が更新して間も

ないことから、現時点ではまだ発生していない。 

管理棟の管理事務により発生した廃棄物については、予測値よりも大幅に少ない発生

量で推移している。これは、予測評価時に具体的な実施設計がなされていなかったこと

から予測値に不確実性が含まれていることに起因すると考えられる。また、紙類、金属、

ガラス類、プラスチックすべてにおいて再資源化を行っており、環境への負荷の低減に

向けての措置が講じられていると考えられる。 
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2-2-5 温室効果ガス等 

(1) 調査目的 

温室効果ガスについては、施設の稼動後における温室効果ガスの状況を把握するため、

事後調査を実施した。 

(2) 調査対象 

調査対象は、環境影響評価に係る予測及び評価で対象としたごみ発電や一般廃棄物の

焼却に伴う活動量とする。 

(3) 調査方法 

調査方法は、ごみ発電や一般廃棄物の焼却に伴う活動量について調査票への記録等を

行うものとする。 

(4) 調査地点 

調査地点は、事業地とした。 

(5) 調査期間等 

調査期間は、施設の稼動が定常状態となる時期（１年間）とした。調査期間を表 2-

2-5.1 に示す。 

表 2-2-5.1 調査期間 

調査期間 平成 18年 6月 16 日～平成 19年 6月 15 日 

 

(6) 調査結果 

調査結果を表 2-2-5.2 に示す。また、予測値との比較を、表 2-2-5.3 及び表 2-2-5.4

に示す。 

 

 

 



年間合計
（活動量）

予測値
（活動量）

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 （1年間ベース） （1年間ベース）

発電量
（積算値）

MWh 1,181 2,826 2,463 2,801 2,143 2,261 2,553 2,479 1,426 2,289 2,384 2,680 983 28,470 23,453

焼却施設全体
の電力使用量
（積算値）

MWh 750 1,641 1,449 1,537 1,365 1,396 1,527 1,520 1,242 1,454 1,394 1,465 687 17,425 19,649

灯油使用量
(積算値）

kl 40.19 56.66 45.36 48.94 38.61 47.85 42.06 55.12 43.93 33.25 39.78 29.75 17.27 538.78 319.16

焼却量
（積算値）

ｔ 2,635 6,426 5,301 5,997 4,950 5,416 6,391 6,070 4,055 5,098 5,080 5,986 2,438 65,842 67,200

二酸化
炭素

メタン
一酸化
二窒素

合計
二酸化
炭素

メタン
一酸化
二窒素

合計

t-C/年 -2,981.6 - - -2,981.6 t-C/年 -2,456.2 - - -2,456.2

t-C/年 1,824.8 - - 1,824.8 t-C/年 2,057.8 - - 2,057.8

t-C/年 371.5 7.6 2.0 381.1 t-C/年 220.1 4.5 1.2 225.8

t-C/年 5,569.1 0.0 197.2 5,766.3 t-C/年 5,683.9 0.0 201.3 5,885.2

t-C/年 4,783.8 7.6 199.2 4,990.7 t-C/年 5,505.6 4.5 202.5 5,712.6

表2-2-5.2　温室効果ガス調査月別集計表

表2-2-5.3　温室効果ガス排出量実績表

平成１９年

注）データの集計は平成１８年６月１６日～平成１９年６月１５日までの１年間とする。

平成１８年区　分
（項目）

単　位 備  考

単位
温室効果ガス排出量

表2-2-5.4　温室効果ガス排出量予測結果（施設の稼働）

ごみ発電

温室効果ガス排出量
単位 事業行為事業行為

ごみ発電

電力の使用

注１：削減量はマイナス表示

注２：数値は四捨五入して記載

電力の使用

灯油の使用

一般廃棄物の焼却

注１：削減量はマイナス表示

注２：数値は四捨五入して記載

一般廃棄物の焼
却

合計

灯油の使用

合計
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(7) 評価 

温室効果ガス等については、灯油使用量を除いては概ね予測値と同程度の活動量で推

移しており、環境影響評価時の計画どおり、環境への負荷の低減に向けた措置を講じた

結果と考える。 

灯油使用量については、予測値より多い活動量となっている。これについては、試運

転時及び施設の供用開始（新施設の運転及び点検・調整・確認等）に伴う焼却炉の運転

及び停止の回数が通常より多く、灯油使用量が増加したことの他、施設を適正に運転・

維持管理していくためのバーナー使用等が起因しているためであり、定常運転を行って

いく中で低減できると考える。 

 

 


